
 

東北地方太平洋沖地震への対応に関する緊急提言 

 

１． 被災者支援システムの活用を 

 

被災者支援システムは、阪神淡路大震災時、6 万世帯以上の家屋が倒壊し、1146

人が死亡、避難民が 4 万 4 千を上回り、困難をきわめた西宮市の職員が、膨大

な事務処理を短縮するため開発したシステムである。 

 

被災者の住民基本台帳をもとに、世帯ごとの人的、物的被害を入力するだけで、

被災者証明のほか、義援金や援護資金の認定を交付、他地域へ避難者への追跡

支援など一元化でき、これにより自治体の事務処理能力が飛躍的に向上するも

のである。 

 

平成 21 年１月 17 日（阪神淡路大震災の日）、総務省から全国の地方自治体へ無

償配布され、これにより現在約 220 の自治体で導入されたが、残念ながら、こ

の度の東日本大震災で甚大な被害を受けた地方自治体ではほとんど導入されて

いないのが実情である。 

 

現在、電力復旧と同時にこのシステムの運用ができるようにしたいと、（財）地

方自治情報センターが民間事業者に対し協力を要請しているところである。 

 

ついては、阪神淡路大震災の教訓を生かし、この度の東日本大震災の復興に必

要な膨大な事務手続きが短縮できるよう、このシステムの導入に対し、政府と

して最大限の後押しを要望するものである。 

 

 

２．未曾有の大津波災害からの復旧復興対策は、これまでの縦割り行政や現行

法では対応できないことが阪神大震災の経験から容易に推測できる。故に、即

断即決で超法規的な対策を講じることが可能せしめるために『震災復興担当の

専任大臣の任命』と住宅再建の際の利子補給や低利融資等々、様々な復興支援

策のメニューの実行できるようにするため阪神大震災時を上回る『５兆円規模

の復興基金の創設』が大前提となる。 



 

３．津波被害は、家だけでなく所有していた土地も消滅してしまい、自宅の再

建が物理的に不可能である上に、資産も失う気の毒度が高い被災者が数多く存

在する。被災者生活再建支援法は、自宅の再建をした被災者に 100 万+200 万=

総額 300 万円が支払われるが、上記のような津波被災者は該当しないケースが

大半であると思われる。よって、自宅再建が不可能な土地は公共事業で買い上

げる等、被災者が生活していけるような資金手当てを工夫する必要がある。 

 

４．被災した子どもの心のケアは重要な問題である。阪神大震災では、震災後

10 年間『教育復興担当教員の加配』が実施された。今回も同様の措置とセラピ

ストの学校への配置が望まれる。 

 

以 上 

 

 

 


